
〈当社における株式、債券の取引の方法〉 

上場有価証券等に係る金融商品取引契約の概要 

 当社における上場有価証券等の売買等については、以下によります。 

・ 取引所金融商品市場又は外国金融商品市場の売買立会による市場への委託

注文の媒介、取次ぎ又は代理 

・ 当社が自己で直接の相手方となる売買 

・ 上場有価証券等の売買等の媒介、取次ぎ又は代理 

・ 上場有価証券等の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

・ 上場有価証券等の売出し 

 

※１ 「上場有価証券等」には、国内外の店頭売買有価証券市場において取引されている有価証券を含み、カバードワラン

トなど、法令で指定される有価証券を除きます。また、「売買等」には、デリバティブ取引、信用取引及び発行日取引

は含まれません。 

※２ 外国取引に係る現地諸費用の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、本書面上その金額

等をあらかじめ記載することはできません。 

※３ 裏付け資産が、投資信託、投資証券、預託証券、受益証券発行信託の受益証券等である場合には、その最終的な裏付

け資産を含みます。 

※４ 本書面上の各有価証券には、外国又は外国の者の発行する証券又は証書で同様の性質を有するものを含みます。 

 

 

円貨建て債券に係る金融商品取引契約の概要 

当社における円貨建て債券のお取引については、以下によります。 

・ 円貨建て債券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

・ 当社が自己で直接の相手方となる売買 

・ 円貨建て債券の売買の媒介、取次ぎ又は代理 

 

円貨建て債券に関する租税の概要 

個人のお客様に対する課税は、以下によります。 

・ 円貨建て債券の利子については、利子所得として課税されます。 

・ 円貨建て債券を売却したことにより発生する利益は、原則として、非課税となります。 

・ 円貨建て債券の償還により発生する利益は、原則として、雑所得として課税されます。 

・ 国内で発行される円貨建て債券が割引債である場合には、売却したことにより発生

する利益は原則として非課税となり、償還により発生する利益については原則とし

て発行時に源泉徴収されています。 

・ 国外で発行される円貨建て債券が割引債である場合には、売却したことにより発生

する利益は原則として譲渡所得として課税され、償還により発生する利益は原則と

して雑所得として課税されます。 

 

法人のお客様に対する課税は、以下によります。 



・ 円貨建て債券の利子、売却したことにより発生する利益、償還により発生する利益に

ついては、法人税に係る所得の計算上、益金の額に算入されます。 

 

また、個人、法人いずれかのお客様に係らず、国外で発行される円貨建て債券の利子

については、その発行地等の税制により現地源泉税が課税されることがあります。 

 

なお、詳細につきましては、税理士等の専門家にお問い合わせください。 

 

譲渡の制限 

・ 国庫短期証券（Ｔ－Bill）、割引短期国債（ＴＢ）、政府短期証券（ＦＢ）、物価連

動国債、分離元本振替国債及び分離利息振替国債は、それぞれ財務省告示で指定さ

れた法人にのみ譲渡ができます。 

・ 国債は、その償還日又は利子支払日の２営業日前及び前営業日の２日間を受渡日

とするお取引はできません。また、振替債（我が国の振替制度に基づいて管理され

るペーパーレス化された債券をいいます。）のうち、国債を除く円貨建て債券は、

その償還日又は利子支払日の前営業日を受渡日とするお取引はできません。なお、

国外で発行される円貨建て債券についても、現地の振替制度等により譲渡の制限が

課される場合があります。 

 

当社が行う金融商品取引業の内容及び方法の概要 

当社が行う金融商品取引業は、主に金融商品取引法第 28 条第１項の規定に基づく第一

種金融商品取引業であり、当社において円貨建て債券のお取引や保護預けを行われる

場合は、以下によります。 

・ 国内で発行される円貨建て債券および国外で発行される円貨建て債券のお取引にあ

たっては、「証券総合取引」のお申し込みが必要となります。 

・ お取引のご注文をいただいたときは、原則として、あらかじめ当該ご注文に係る代金

又は有価証券の全部又は一部（前受金等）をお預けいただいた上で、ご注文をお受け

いたします。 

・ 前受金等を全額お預けいただいていない場合、当社との間で合意した日までに、ご注

文に係る代金又は有価証券をお預けいただきます。 

・ ご注文にあたっては、銘柄、売り買いの別、数量、価格等お取引に必要な事項を明示

していただきます。これらの事項を明示していただけなかったときは、お取引できな

い場合があります。また、注文書をご提出いただく場合があります。 

ご注文いただいたお取引が成立した場合には、取引報告書をお客様にお渡しいたします

（郵送又は電磁的方法による場合を含みます。）。 

 

 

 

 

 



外貨建て債券に係る金融商品取引契約の概要 

当社における外貨建て債券のお取引については、以下によります。 

・ 外貨建て債券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

・ 当社が自己で直接の相手方となる売買 

・ 外貨建て債券の売買の媒介、取次ぎ又は代理 

 

外貨建て債券に関する租税の概要 

個人のお客様に対する課税は、以下によります。 

・ 外貨建て債券の利子については、利子所得として課税されます。 

・ 外貨建て債券を売却したことにより発生する利益は、原則として、非課税となります。 

・ 外貨建て債券の償還により発生する利益は、原則として、雑所得として課税されます。 

・ 国外で発行される外貨建て債券が割引債である場合には、売却したことにより発生

する利益は原則として譲渡所得として課税され、償還により発生する利益は原則と

して雑所得として課税されます。 

・ 国内で発行される外貨建て債券が割引債である場合には、売却したことにより発生

する利益は原則として非課税となり、償還により発生する利益については原則とし

て発行時に源泉徴収されています。 

法人のお客様に対する課税は、以下によります。 

・ 外貨建て債券の利子、売却したことにより発生する利益、償還により発生する利益

については、法人税に係る所得の計算上、益金の額に算入されます。 

 

また、個人、法人いずれかのお客様に係らず、国外で発行される外貨建て債券の利子

については、その発行地等の税制により現地源泉税が課税されることがあります。 

なお、詳細につきましては、税理士等の専門家にお問い合わせください。 

 

譲渡の制限 

・ 振替債（我が国の振替制度に基づき管理されるペーパーレス化された債券をいいま

す。）である外貨建て債券は、その償還日又は利子支払日の前営業日を受渡日とするお

取引はできません。また、国外で発行される外貨建て債券についても、現地の振替制度

等により譲渡の制限が課される場合があります。 

 

当社が行う金融商品取引業の内容及び方法の概要 

当社が行う金融商品取引業は、主に金融商品取引法第 28 条第１項の規定に基づく第一

種金融商品取引業であり、当社において外貨建て債券のお取引や保護預けを行われる

場合は、以下によります。 

・ 国外で発行される外貨建て債券および国内で発行される外貨建て債券のお取引にあ

たっては、「証券総合取引」のお申し込みが必要となります。 

・ お取引のご注文をいただいたときは、原則として、あらかじめ当該ご注文に係る代金

又は有価証券の全部又は一部（前受金等）をお預けいただいた上で、ご注文をお受け

いたします。 



・ 前受金等を全額お預けいただいていない場合、当社との間で合意した日までに、ご注

文に係る代金又は有価証券をお預けいただきます。 

・ ご注文にあたっては、銘柄、売り買いの別、数量、価格等お取引に必要な事項を明示

していただきます。これらの事項を明示していただけなかったときは、お取引ができ

ない場合があります。また、注文書をご提出いただく場合があります。 

・ ご注文いただいたお取引が成立した場合には、取引報告書をお客様にお渡しいたし

ます（郵送又は電磁的方法による場合を含みます。）。 

 

 


